
事業概要
不動産団体や有資格者で空き家空地対策協議会を構築し、新潟市と連携する。空き家の減戸を目的とした隣地集約事業。空家
の除却を希望する市民に、協議会として跡地活用迄の相談に応じ、所有者同意なら解体除却を支援。

事業地域 新潟市

事業
スキーム

新潟市空き家空地対策協議会

所在地 新潟市中央区烏帽子町3109

設立時期 平成１２年１月２６日

団体ＨＰ https://niigata-bs.sakura.ne.jp/toshikankyo/

（一社）全国空き家相談士協会新潟支部

凡例 …実施事業者 …自治体 …その他連携先

事業名 新潟市空き家空地対策協議会の構築と、中間所有組織による隣地集約

事業イメージ（隣地集約とは）

新潟市

都市環境協会
受付チーム

新潟市空き家
空地対策
協議会

相談チーム

（一社）全国空
き家相談士協
会新潟支部

空き家所有者
（相談者）

②‘相談

②“日程調整

③国市の補助制度等説明
④個別相談会
⑤現地調査・跡地管理提案
⑥解体申請等支援
（解体実施）
跡地管理支援
⑪空き家バンクの活用

①‘補助制度等情報提供
市役所各課との連携支援

②空き家調査
啓発書送付
相談案内

①事業協議

空き家対策モデル
地域福利増進活用

国

⑫国市への提言

取組内容及び成果

①～⑥⑪空き家所有者に解体後の跡地管理の
啓発と支援
a.新潟市と連携し、全市民へ空き家管理への啓発

新聞折込21万戸 346施設 TVCM40本

ネット視聴97万回

b.相談窓口の設置（受付チーム） 相談件数59件

c.新潟市西区を中心に空き家と所有者を調査 306戸

d.所有者に跡地管理の相談案内と解体への啓発 296戸

e.協議会に相談チームを設置し、個別相談・現地

調査・補助申請支援・跡地管理（空き家バンク）支援

⑧空き家空地支援法人設置に向けた検討
◯空き家空地問題に民間提案型の解決手段を構築

◯空き家空地支援法人の指定の際、新潟市空き家空
地対策協議会がアドバイサーとして、協力出来る関係
づくりを行った

⑦⑫新潟市空き家空地対策計画策定の提言
◯市議会議員向け勉強会の開催
◯新潟市所有者不明土地等対策計画策定提言実施

⑨⑩空き家解体から跡地の地域福利増進のモデル事業（ハード事業：空き家除却と道路拡幅）
◯中間所有組織で取得と地域福利増進活用策定

解体

跡地の地域福利増進活用

空き家の解体
⇩

公衆用道路指定(幅6ｍ)

⇩
残地を雪捨場と
公園管理用駐車場として使用

公共的利用により税負担を
免ずる事で、中間所有組織の
持続性を確保するモデル事業

新潟市
■アドバイザー
新潟市空き家空
地対策協議会

■申請者
空家等管理活用支援法人や所有者不明

土地利用円滑化等推進法人

②助言

①申請 ③指定

令和７年以降、世帯数
減少が始まり、空き家空
地問題が顕著化する事
を新潟副市長や市議会
議員に説明
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①～⑥⑪空き家所有者に解体後の跡地管理の啓発と支援
a.新潟市と連携し、全市民へ空き家管理への啓発

新聞折込21万戸 346施設 テレビCM40本 ネット視聴広告97万回

b.相談窓口の設置（受付チーム） 相談件数59件

c.新潟市西区を中心に空き家と所有者を調査 308戸

d.所有者に跡地管理の相談案内と解体への啓発 296戸

e.協議会に相談チームを設置し、個別相談・現地調査・補助申請支援・跡地管理（空き家バンク）支援

2

（一社）全国空き家相談士協会新潟支部



⑧空き家空地支援法人設置に向けた検討
◯空き家空地問題に民間提案型の解決手段を構築

◯空き家空地支援法人の指定の際、新潟市空き家空地対策協議会がアドバイサーとして、協力出来る関係づくりを行った

事業イメージ
（隣地集約とは）
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⑦⑫新潟市空き家空地対策計画策定の提言
◯市議会議員向け勉強会の開催

◯新潟市所有者不明土地等対策計画策定提言実施
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⑨⑩空き家解体から、跡地の地域福利増進のモデル事業

（ハード事業：空き家除却と道路拡幅）
◯中間所有組織で取得と地域福利増進活用策定

解体

跡地の地域福利増進活用

空き家の解体
⇩

公衆用道路指定(幅6ｍ)

⇩
残地を雪捨場と
公園管理用駐車場として使用

公共的利用により税負担を
免ずる事で、中間所有組織の
持続性を確保するモデル事業

事業計画書作成：新潟県土地家屋調査士会
所有者交渉：宅建士・行政書士
地域福利増進活用の相談：住環境政策課
道路工事等相談：秋葉区建設課
税制上の相談：資産税課
農地法関連相談：農業委員会
コーディネート：認定ＮＰＯ都市環境協会
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②野島副市長への提言

①新潟市議会議員や関係各課との意見交換

⑤野島副市長からのコメント

国の空き家空地モデル事業に取り組んでいただいていることに感謝
しています。
国の制度変更により、空き家問題が個人の問題から新潟市が行政
として対応していくようになってきた。
現制度で難しい問題だとしても、市として一歩でも進めるように今後
も勉強させていただきたいと強く感じた。

③市への提言

④国への提言

⑥市議会議員からのコメント
市役所が色々な部署が絡むので、庁内連携が必要。（土田市議会議員）
空き家問題は登記簿でも所有者がわからない場合がある。国の所有者不明捜索を強力に支援してほしい。（保苅市議会議員）
解体相談の総合相談窓口の設置が大切。（林市議会議員）

新潟市空き家空地対策協議会

①震災対応について

②６m道路の街づくりについて

③新潟市が国の制度を使えなくしている事について

(ア)新潟市所有者不明土地対策計画が無い為、民

間提案型の低未利用地の地域福利増進活用が

使えない

(イ)全市版空き家バンクが無い為、国の空き家対策

補助が使えない

④専門家による情報発信と支援体制

⑤「中間所有組織による空き家所有」と、解体跡地の

地域福利増進活用について

①相続等国庫帰属制度から、地方自治体の土地開
発公社との連携による、土地の福利増進活用手
段の確立

②低未利用地を、民間活力を活かして解決する事を
地方自治体に課する必要性

③空家空地支援団体への所有者情報の開示が必要

空き家問題は、官民連携が重要！副市長や市議会議員と協議会で意見交換を実施。
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